
　土地や建物といった不動産には、数多くの種類の税金がかかります。たとえば、不動産を持って
いるだけで「固定資産税」や「都市計画税」といった税金がかかります。その他にも取得時、売
却・譲渡時、相続時いずれも税金がかかります。今回は、意外と知られていない不動産の税金につ
いて考えてみましょう。
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不動産を所有している間に
かかる税金

　不動産を所有していると
きに課される税金は、固定
資産税と都市計画税です。
固定資産税とは、土地、家屋
および償却資産（土地・家
屋以外の事業用資産）など
の固定資産について、市町
村から課される税金です。
納税義務を有する人は、毎
年 1 月 1 日現在において土
地、家屋、償却資産を所有す
る人です。標準的な税率は
固定資産税評価額に対して
l.4%となっています。
　都市計画税とは、県知事
や市町村長が定めた市街化

不動産を取得した際に
かかる税金

　不動産を売買や贈与・相
続などによって取得する場
合は所得税、贈与税、相続税
の他に登録免許税や不動産
取得税といった税金がかか
ります。
　不動産の正当な所有者で
あることを第三者に主張す
るためには、建物を新たに
建築する場合は所有権保存
登記、土地や建物を購入・
贈与によって取得する場合
は所有権移転登記など、法
務局への登記手続きが必要
です。この登記をする際に
かかる税金が登録免許税で
す。相続により取得したと
きにも課されますが、その
場合は税率が異なります。
不動産取得税や登録免許税
を計算する際に基準となる
不動産の評価額（課税標準）
は固定資産税評価額となり
ます。税率については特例

もありますので、詳しくは
税理士等専門家にご確認く
ださい。
　不動産取得税はその名の
通り、土地や建物の所有権
を取得した際に都道府県か
ら課される税金です。売買
したとき、交換したときは
もちろん、増築、改築も含め
て建築したとき、贈与され
たときにも課されます。遺
贈を除く、相続の場合には
課されません。税率は原則
固定資産税評価額に対して
4.0％となります。ただし、申
請年によっては特例となる
税率が適用されますので、
詳しくは税理士等専門家に
ご確認ください。
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区域内の土地や家屋に対し
て市町村から課される税金で
す。市街化区域とは、都市計画
法で指定されている都市計画
区域のひとつで、既に街の整
備が進められて市街地になっ
ている区域と、おおむね１０
年以内に優先的、計画的に市
街地として整備を図るべき区
域のことです。行政が公表し
ている都市計画図を利用する
ことで確認することができま
す。税率は市町村によって異
なりますが、固定資産税評価
額に対して 0.3% 以内に制限
されています。

不動産を売却したときや
賃貸収入がある場合は所得税

  　不動産を賃貸している場

合、受け取る家賃や地代に課
される税金は所得税と住民
税です。これらは不動産所得
に対して課され、不動産オー
ナーが自ら確定申告をしな
ければいけません。
　不動産を賃貸したときの
家賃や地代などの総収入金
額から必要経費を差し引い
た金額が不動産所得です。不
動産所得は事業的規模と認
められると、税務上の扱いが
異なります。本稿での詳細な
説明は省略しますが、青色事
業専従者給与や事業専従者
控除を受けることができま
す。事業的規模には基準が設
けられ、アパートやマンショ
ンでは１０室以上、貸家で５

棟以上です。駐車場の場合は
一般的に５台分でアパート
１室とされていますので、５
０台以上ということになり
ます。
　一方、不動産を譲渡（売却）
したときに課される税金も
所得税と住民税です。これら
は、売却代金から取得費と譲
渡費用を差し引いた譲渡所
得に対して課されます。
　取得費とは、売却した資産
の取得価額（建物については
所有期間中の減価償却相当
額を差し引いた金額）や設備
費、改良費の合計額のことを
いいます。仲介手数料、登録
免許税、不動産取得税、印紙
税も取得価額に含めること
ができます。取得費が不明な

場合は、売却代金の 5.0% 相
当額を取得費とすることが
できます。
　譲渡所得は、所有期間に応
じて、長期と短期に区別され
ます。長期譲渡所得とは、譲
渡した年の 1 月 1 日現在で、
土地・建物の所有期間が 5
年を超えるもので、税率は所
得税 15.315％と住民税 5.0％
と合わせて税率は20.315％

です。
　これに対して、短期譲渡所
得とは、譲渡した年の1月 1
日現在で、土地・建物の所有
期間が5年以下のもので、所
得税 30.63％と住民税 9.0％
と合わせて税率は 39.63％で
す。

ご相談は最寄りの足利銀行へ

　これまでお話ししました
ように、不動産にはさまざま
な税金が関係してきます。税
理士等の専門家に頼ること
をお勧めするとともに、足利
銀行では不動産の相続など
資産承継についてのご相談
も承っておりますので、ぜひ
ご相談ください。
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